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　従来の工業立地は，個々の企業にとり経営上最も有
利な場所，すなわち，内部経済（個々の企業が左右し
得る資源の能率的な組織化と管理の上から導き出され
る利益）と外部経済とくに社会資本（産業の一般的発
展を円滑にするため必要な道路，港湾，鉄道，運輸・
通信等の外部施設および関連産業・補助産業等の存在
による利益）の双方の利益が得られる適地に集中する
傾向があった。これは集積的利益の追求と呼ばれるも
のであるが，日本はその傾向が特に強く，そのため日
本の工業生産は4大工業地域（京浜，中京，阪神，
北九州）を中心として発達し，ここだけで昭和15年に
は全国工業生産高の64．5％を占めるほどになってい
た。戦後，高度成長が進んできた昭和33年においても
なお57．9％を占めている。
　　このような工業の過度集中は所得の地域格差となっ
て現われるばかりでなく，集中地域における生活環境
の悪化，人口・富・所得・文化の集中の反面における
住宅不足，交通混雑，河川・海水・大気の汚染，し尿
　・ごみ処理の行き詰り，緑地の欠乏，地盤沈下，騒音
不健全な第3次産業のまん延，モラールの低下等，お
よそ人間生活上不健康なものばかりが堆積する。他方
工業の発達しない低開発地域には貧困の悪循環からく
る文化の停滞，若少年および青年の都市への人口流出
に伴う地元の過疎化・所得格差の一層の激化，伝統的
因習の中における生彩のない生活などが支配的とな
る。
　国がこういう状態になることは，国民生活全体の不
健全化であり，国民経済全体としてみた場合において
も産業のより一層の合理的な発展は妨げられる。そこ
で当然，国家が政策の担当者として産業開発の計画を
考えなければならないし，それは立地政策の担い手と
して国家が，国民経済全体の立場から立地条件を大き
く変える措置をとらなければならないことになる。幸
いなことに，最近の科学技術の進歩は自然的諸条件の
制約を著しく克服して立地決定をかなり自由にしてい
るが，公共投資による工業用地の造成，用水，輸送施
設の充実，税制上の優遇措置，低利融資などによって
工業の適正配置計画はかなりの程度に可能となり，ま
たそれが進んでいる。
　かくて工業の立地条件は，戦前のように静態的，固
定的なものではなくなり，技術革新によってもたらさ
れた生産技術の進歩や，交通条件，市場的条件が政府
の政策に援けられて変化するようになってからは，従
来のワクを越え，企業活動の領域は，局地的市場だけ
を相手とせず，全国市場からさらに広く世界市場を対
象として活動するように変ってきた。
　このような過程で発生してきているのが，産業基盤
への投資の巨大化に伴う日本産業の高度成長である
が，その反面における問題は地域住民にとっての生活
基盤への投資不足に伴う公害問題の発生であり，また
工業立地に恵まれない地域の過疎化現象の進展であ
る。工業化が進めば進むほど，所得は増えるが，同時
に公害が昂進し，過疎化が顕著になってきている。
　工業化の進展と国民の健康および厚生の増進，ここ
に焦点を当てて考えてみると，工業の適正配置計画は
従来つねに後手に回っていた過疎化や公害に対する行
政を根本的に考え直して「地域開発と工業化」問題の
再検討が必要になっているといわざるを得ない。
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